
  

第2部    各 論
1    雇用および失業
(1)    雇用および失業の推移
1)    雇用の増勢鈍化とその特徴
(イ)    常用雇用の増勢鈍化

景気調整策の浸透にともない,34年以来3年にわたって続いた雇用の拡大基調にも下期以降増勢の鈍化が
目立ってきた。

「毎月勤労統計調査甲調査」(以下「毎勤」と略称する) (注) の常用雇用指数によると,常用雇用の年間に
おける増加率,(前年末から当年末までの増加率)は,調査産業総数で5.5%,製造業で3.0%となった。この増
加率は,経済の高度成長が続いた過去3カ年のそれはもちろん,前回の景気後退期である33年のそれぞれ
6.4%増,4.3%増にもおよばなかった (第1-1表) 。もっとも,33年の場合,年後半には景気回復に向つている
ので,33年6月末における対前年同期増加率をみると,調査産業総数で5.7%,製造業で2.9%となっていて,こ
れとの比較ではほとんど大差がはい。なお,33年と比べると,雇用の絶対量が拡大しているので,増加の実数
では33年の46万人増に対し,37年には58万人増と37年の増加が大きいし,また,年平均の増加率では,37年に
は上半期での増加が大きかったので,調査産業総数で7.1%,製造業で5.5%となっていて,いずれも33年のそ
れ(6.3%,4.4%)よりやや高くなっている (第1-1表,参考表) 。

年間における雇用の推移をみると,年初から前年の伸びを下回っていたが,とくに新規学校卒業者の入職の
終つた6月以降において増勢の鈍化が顕著となった。各四半期平均の前期に対する雇用の伸びを,製造業に
ついて季節性を除去してみると,前期(36年10～12月)まで続いた2%以上の増加率が1～3月において1.3%
に低下し,以後,4～6月が0.8%,7～9月が0.5%と次第に鈍化を強めた。10～12月には0.9%とやや持直した
が,38年に入ると,1～3月には0.1%減と,なお停滞をつづけ本格的な回復は新規学卒者が入職する4月以降に
延ばされているようにみられる (第1-2表) 。

第1-1表 常用雇用指数年間増加率
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第1-2表 四半期平均常用雇用の対前期増加率

(注)1)毎月勤労統計甲調査は,まず規模の制限として,「常用労働者」30人以上を雇用する事業所のみについての調査であること,ま
た産業の範囲として,鉱業,製造業,卸売小売業,金融保険業,不動産業,運輸通信業,電気ガス水道業,建設業ならびにサービス業の一部
が調査されている(ただし,「調査産業総数」の数字にはサービス業が含まれていない)ことに留意する必要がある。
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2)「毎勤」における「常用労働者」とは,雇用労働者のうち,1ヵ月以内の期間を限つて雇用されるもの,ならびに日日雇い入れられ
るものを除くすべてのものということとなっている。したがって,これには1ヵ月を超える期間を定めて雇用される臨時の労働者
が含まれている。また,日雇労働者であっても,その雇用契約が何度も更新され,前2ヵ月の各月において18日以上,または前6ヵ月に
おいて通算して60日以上,同一事業所に引続き雇用されたものは,「常用労働者」に含められることとなっている。

3)「毎勤」の常用雇用指数は,抽出された特定の標本事業所における月月の雇用の変動を基礎として推計される労働者数をもとと
して算定されるが,その間に事業所が新設あるいは廃止され,また,30人未満の規模から30人以上の規模へ上昇して新たに対象とな
るべきもの,あるいは反対に下降して対象外となる事業所が生ずることとなるので,6ヵ月毎に失業保険事業統計などにより暫定的
補正を,さらに3年毎に「事業所統計調査」の結果を基礎として補正を行ない確定されることとなっている。これらの補正により
常用雇用指数は通常やや高まる傾向がある。したがって,暫定的補正がなされたに過ぎない37年の指数は,確定されている33年の
指数に比べると,幾分低めにあらわれている。
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(1)    雇用および失業の推移
1)    雇用の増勢鈍化とその特徴
(ロ)    著しい産業別の相違

年間における雇用の動きを産業別にみると,37年は景気調整の影響如何により産業間に好不況の相違が著
しかったことが目立っている。

「毎勤」の常用雇用指数の対前年末増加率でみると,建設業は24.8%増と引続き大幅に伸び,金融保険業
(11.6%増),卸売小売業(11.1%増),電気ガス水道業(2.9%増)もほぼ前年並に増加している。一方運輸通信業
は3.9%増(前年6.0%増),製造業は3.0%増(前年8.9%増)と,,いずれも増勢が鈍化し,ことに後者の鈍化が著し
かった。鉱業も,合理化の進展による石炭鉱業および貿易自由化による非鉄金属鉱業の離職者の増大によ
り13.8%減と前年(10.3%減)以上に大きく減少した (第1-1表) 。

その結果,調査産業全体の常用雇用増加に対する産業別の寄与率は,建設業が36年の19%から36%へと上昇
して全体の3分の1以上を占めるとともに,反面製造業は57%から30%へとその凋落が目立った (第1-3表)
。

第1-3表 雇用増加の寄与率

なお,常用労働者の産業別構成比率でも製造業は54.3%となって,前年のそれに比べ低下の幅が最も大き
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かった (第1-4表) 。

第1-4表 常用労働者の産業別構成

このような雇用動向の産業間の差違は,製造業内部の産業についてみると一層明らかである。すなわち,
「毎勤」常用雇用指数の37年末における対前年末増減率によると,減少したものは,非鉄金属(2.9%減),鉄
鋼,電気機器(各2.5%減),石油石炭製品(1.3%減),繊維(0.6%減),パルプ・紙(0.5%減)の6産業であり,その他の
産業のうちでも,輸送用機器(1.4%増),窯業(1.5%増),化学(3.0%増),機械(4.5%増)などでは増勢がかなり鈍
化している。

これらの産業においては,設備投資抑制の影響を直接に受け,鉄鋼,機械,重電機などの投資財部門を中心に
生産が停滞し,それが雇用面に反映したものである。

これに対して,消費関連産業では旺盛な需要にささえられて依然堅調な動きをみせ,皮革(15.0%増),食料品
(14.0%増),衣服(13.4%増),金属製品(10.3%増),ゴム製品(8.5%増),精密機器(8.2%増),家具(7.3%増)などで
は前年同様高い増勢が続いた。

以上のように,一部産業において雇用の減退をみたが,製造業においては消費財部門を中心に,他の産業にお
いては建設業,金融保険業,卸売小売業などの雇用増加によって,雇用は全般的になお増勢をつづけた。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和37年 労働経済の分析



  

第2部    各 論
1    雇用および失業
(1)    雇用および失業の推移
1)    雇用の増勢鈍化とその特徴
(ハ)    大規模での強い入職引締め

37年における雇用の増勢鈍化傾向を規模別にみると,一般に規模が大きいものほどその程度が強かった。

失業保険被保険者数の増減率によって規模別の動きをみると,37年1月末から37年7月末までの新規学卒者
の入職期をふくむ期間(上半期)には5～29人規模で4.5%増(前年同期7.3%増),30人以上の各規模でも9ない
し13%増(同10ないし15%増)と前年同期の動きと大差がなかった。ところが,景気調整の影響が強まった
37年7月末から38年1月末までの期間(下半期)には5～29人規模で0.6%増(前年同期1.4%増)と微増したほ
かは,30～99人規模で0.8%減(同1.3%増),100～499人規模で3.9%減(同0.1%減),500人以上規模で3.4%減
(同0.5%増)といずれも減少し,上半期とちがって特に大中規模での減少が著しかった。

産業別にみると,製造業,卸売小売業では特に上記の傾向が顕著で,一方,鉱業などでは小零細規模(100人未
満規模)における減少が大きかった (第1-5表) 。製造業について中分類別にみてもほぼ同様であり,大規模
(500人以上)では出版印刷,金属製品,精密機器を除いて,また中規模(100～499人)では食料品,家具,パルプ・
紙,化学,ゴム製品を除いて各産業で減少し,特に前年下半期には増加していた木材,木製品,機械,電気機器,輸
送用機器(各大中規模),鉄鋼(大規模)などは大中規模において3ないし8%減少している。

このような,規模が大きいほど減少の大きかった傾向は,「毎勤」の入職率および離職率 (注) の動きからみ
ても大体同じであり,またこれによると雇用の増勢鈍化がとくに大企業を中心とする入職抑制によつても
たらされたものであることが示されている。すなわち,年間累計の入職率はどの規模においても前年より
低下しているが,低下の幅は規模が大きいほど大きくなっている。一方,離職率は,大規模においては僅かな
がら前年より高まり,中以下の各規模ではこれまでの上昇基調が一変し,前年に比べ規模が小さいほど大き
く低下している( 付属統計表第7表参照 )。この結果,入職超過率(入職率と離職率の差)でみると,大規模で
はマイナス0.1%(製造業は同0.7%)と離職超過になっているが,500人未満の中小企業ではいずれも増加し,
とくに5～29人規模では7.8%(製造業は6.4%)と前年を上回る入職超過となった (第1-6表) 。

第1-6表 規模別入職超過率
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以上のように37年には,中小企業を中心に前年までの好況過程において激化した労働異動がやや鎮静化す
る傾向がみられ,特に小零細規模においてはいわゆる上向移動のための離職が減少して,定着性が高まっ
た。そのため,これらの部門では一般に景気調整の影響も少なかったこともあって雇用は引続き堅調に推
移し,大企業での増勢鈍化と対照的な動きを示した。

第1-5表 産業大分類および規模別失業保険被保険者数の増減率
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(注)入職率および離職率は,抽出された特定の事業所における状態を基礎として推計された前月末の労働者数に対する当月中の入
職者数ないし離職者数の比率を示すものである。
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(1)    雇用および失業の推移
1)    雇用の増勢鈍化とその特徴
(ニ)    臨時,日雇労働者の雇用の停滞

37年には,臨時労働者が大幅に減少するとともに,日雇労働者の雇用も前年に引続き停滞をみせている。

「労働異動調査」 (注) によってみると,年間における「臨時日雇名義の常用労働者」すなわち,いわゆる臨
時労働者は,各産業において減少し,とくに運輸通信業(32.7%減),金融保険業(29.8%減),鉱業(29.0%減)など
における減少が大きかった。このため調査産業総数では前年に比べ23.5%減と大幅な減少を示した (第1-
7表) 。

これを前年の状況と比べてみると,電気ガス水道業のみは前年の減少率より小さくなっているが,鉱業,金融
保険業は前年より減少の幅を拡げ,また前年には増加していた製造業,卸売小売業,運輸通信業も減少に転じ
た。37年12月末で調査産業総数の臨時労働者の76.4%を占める製造業についてみても,これまでその伸び
が鈍化傾向にあったものの,なお常用名義の常用労働者の増加率を上回っていたのが,37年には常用の3%
増に対し臨時は23%の大幅な減少となった。そのため,雇用全体に占める臨時労働者の比率は前年より1.7
ポイント低下し,33年当時の水準をやや上回る程度となった (第1-8表) 。

第1-7表 産業大分類および雇用形態別常用労働者増減率
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第1-8表 製造業常用労働者の雇用形態別構成

なお,製造業の中分類産業についてみても,食料品を除いてはいずれも臨時労働者の雇用が減少しており,な
かでも鉄鋼,非鉄金属,機械,電気機器,輸送用機器,精密機器などでの減少が著しい (第1-7表) 。また,これを
規模別にみると,小規模事業所では常用労働者と同程度の微減にとどまったが,中規模の事業所では15%減,
大規模では30%減と大規模ほど減少率が大幅であった (第1-9表) 。

第1-9表 製造業規模および雇用形態別常用労働者増減率

このように臨時労働者の雇用が,大企業を中心としてかなり減少したことは,まず,企業が景気後退にともな
う雇用調整をおこなうため37年にはこれらの採用を大幅に抑制したことによるものである。すなわち,
「労働異動調査」によると,37年には臨時労働者の入職率,離職率とも前年より低下しているが,ことに入職
率は前年の113.6%に対し37年は69.7%と大幅な低下をみせ,これらの雇用の減少が主として入職抑制によ
るものであったことが明らかである。もっとも離職者の内訳をみると,解雇によるものの割合が前年より
若干増加しているが,これは33年に比べると著しく低いものであった (第1-10表) 。

他方,臨時労働者の減少は,これらの,いわゆる本工昇格の増加によってもたらされていることも考えられ
る。近年労働力の需給関係の引締りによって新規学卒者はもちろん学卒者以外でも適任者の採用が次第
に困難になりつつあることから各企業が常用労働者の欠員補充ないし臨時労働者の離職防止のためにい
わゆる臨時工の本工登用制度を強化し,常用労働者の補充を臨時労働者の昇格によって行なう傾向が年年
強まって来ている。「労働異動調査」によると,37年において臨時労働者から常用労働者に昇格したもの
は,調査産業総数で15万1千人,製造業では11万6千人となっており,それらは36年12月末の臨時労働者総数
のそれぞれ23.9%,24.2%にあたり,昇格率は前年よりさらに高まっている (第1-11表) 。

つぎに日雇労働者の雇用の動きを「毎勤」の日雇労働者等雇用指数によってみると,年平均の日雇労働者
数は,調査産業総数では対前年比6.0%増,10～12月の前年同期比でも2.5%増と僅かながら前年を上回って
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いる。しかし,これを産業別にみると,前年に比べ増加したのは建設業と卸売小売業だけで他の産業はいず
れも前年水準を下回つている (第1-12表) 。もっとも年平均で減少の程度が前年より高まっているのは運
輸通信業だけであるが,その他製造業,電気ガス水道業などでも下期には減少のテンポが強まっている。製
造業のうちでは,金属機械関連産業のほか,窯業,パルプ紙などでの減退が目立った。

第1-10表 臨時日雇名義の常用労働者の入・離職率および離職理由別構成比

第1-11表 臨時日雇名義から常用名義への昇格率
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第1-12表 産業大分類別,常用雇用労働者および日雇労働者等の年平均増減率

(注)「労働同異動調査」では,「常用労働者(「毎勤」の定義と同じ)」が,さらに「常用名義の常用労働者」と「臨時日雇名義の常
用労働者」との2種類に分けられている。

前者は,期間の定めのない雇用契約によって雇用された者のことで,いわゆる「本工」,「常用工」,「本採用」などの名称で呼ばれ
るものであり,後者は,常用労働者のうち「常用名義の常用労働者」に該当する者を除いた者のことで,いわゆる「臨時工」,「臨時
従業員」などの名称で呼ばれるものである。
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(1)    雇用および失業の推移
2)    離職の増加と堅調な労働市場の基調
(イ)    離職の増加

37年には,景気後退の影響で離職者が増加したが,数年来の労働力需給関係の変化の影響もあり,労働市場の基調はひ
きつづき堅調に推移した。

37年における企業整備の状況をみると,整備件数は3,735件で前年より1,319件増,これによる整理人員は17万人で前
年より6万7千人(65.3%)増といずれも大幅に増加した。産業別には,鉱業を筆頭にどの産業でも大きく増加してお
り,なかでも鉱業,製造業での増加がいちじるしい (第1-13表) 。

第1-13表 産業大分類別企業整備状況

また,規模別には大規模ほど増加率が高く (第1-1図) ,さらに理由別には関連事業所の不振によるもの,資金難による
ものなどが増加している。

人員整理の増加を反映して失業保険の受給資格決定件数,受給者実人員なども増加している。一般失業保険の受給
資格決定件数は,年間合計146万6千件で,前年より36万件の増加となり,対前年増加率では33年の34.3%に近い
32.5%の増加となった。産業別には,どの産業も増加しているが,前年の増加率に比べとくに製造業,卸売小売業,サー
ビス業などの増加割合が高く,また性別でみると,男子の14.6%増に対し女子は30.9%増と,女子の増加が目立ってい
る(第1-14表)。

第1-1図 規模別企業整備件数対前年増加率
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第1-14表 失業保険金受給資格決定件数の対前年増減率

失業保険金の受給者実人員についてみても,年平均で前年に比べ9万人,23.6%増と,33年の47.2%増には及ばないが
かなりの増加となった。しかし,一般失業保険の適用拡大その他による被保険者の激増を考慮して,受給率としてみ
ると3.0%で,前年より僅かながら高まった程度に過ぎず,33年の4.3%に比べるとかなり低かった。

失業保険金受給者について年令別にみると,男女とも再就職し易い29才以下の若年令層の漸減傾向が続いた反面,30
才以上の割合がやや高まっている (第1-15表)。
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第1-15表 失業保険金受給者の年令別構成

このように失業が女子や中高年令層に多くみられたのは,好況過程において労働力不足から引延ばされていたこれ
らの退職が,37年には促進された結果にもよると考えられる。また男子の増加は建設業などで季節性が強まったこ
とが大きく影響している。

なお,「労働力調査」による完全失業者数は,下期にはやや増加の傾向がみえるが,年平均では40万人で前年に比べ4
万人減少している (第1-16表) 。また,意識面からみた就業の緊要度の高い者についても,37年には仕事の主な就業者
のうち求職活動をしている追加就業希望者は所定外時間の減少等の影響で若干増加したが,転職希望者および就業
希望者はひきつづき減少した。37月7月におけるこれら3つの層の総数は201万人で34年(237万人)と比較すると36
万人の減少となり(第1-17表),さらに,所得面からみても低所得者層は34年当時に比べいちじるしい減少を示してい
る(第1-18表)。

第1-16表 主要失業指標

第1-17表 求職中の追加就業希望者,転職希望者および就業希望者
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第1-18表 所得階級別就業者の累積分布

以上のように37年には景気調整の影響で離職者はかなり増加したが,失業の水準は前年までの長期にわたる好況過
程の後だけになお低く,離職者の増加傾向も7月ないし10月をピークとして年末には鎮静の動きがみられ,過去の景
気後退期におけるように深刻化するまでには至らなかった。
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(1)    雇用および失業の推移
2)    離職の増加と堅調な労働市場の基調
(ロ)    労働市場面での変化

公共職業安定所における労働力需給の動きをみると,下期において一般求職が増加した反面求人が減少し,
労働力の需給関係に若干の変化がみられた。

37年の新規学校卒業者を除く新規求職者は,前年より2.0%,有効求職者は5.8%それぞれ増加した。他方新
規求人は前年より5.4%,有効求人は3.5%といずれも減少し,この結果,求職率(有効求人に対する有効求職者
の比率)は1.48倍となり,前年(1.35倍)より若干高くなった。しかし,その水準は35年のそれにも達しないほ
どの低率で,労働市場の基調はひきつづき堅調であった。これは,景気後退期にありながら新規求職者がそ
れほど増加しなかったことにもよるが,求人実数でみると好況期の34,35年より多かったこと,から,むしろ
中小企業を中心として第3次産業,消費財産業などでの求人が引続き旺盛であったことの結果とみてさしつ
かえないであろう (第1-19表) 。

もっとも,求人充足率は22.0%と僅かながら低下し,また就職率も14.9%と著しく低下している。これは,増
加した有効求職者のうち失業保険金受給者は増えたけれども,これを除いた求職者は引続き減少し (第1-
20表) ,また年令別には,30才以上の各階層の求職者が比較的大きく増加し,求人条件に見合う求職者層がま
すます少なくなったことによるものと思われる。

第1-19表 学卒を除く一般労働市場の需給状況
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第1-20表 学卒を除く一般有効求職者の構成

なお,中高年令層の就職難は依然として続いているが,行政指導が活発に行なわれたこともあり,35才以上の
各年令層の就職件数は前年より伸びている (第1-21表) 。

第1-21表 年令別求職・求人・就職状況
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新規求人(新規学卒分を含む)を産業別にみると,運輸通信業および電気ガス水道業で前年より減少してい
るほかは,各産業で増加しているが,とくに建設業(対前年比5.5%増)製造業(同4.2%増)での増勢の衰えが目
立っている。製造業のうちでは,鉄鋼(同33.5%減),非鉄金属(同17.2%減),輸送用機器(同9.5%減),機械(同
0.4%減)などが4月以降下期へかけて大幅に減退しており,先に雇用動向においてみたと同様にこれらに対
する景気後退の影響が顕著であつたことがわかる。一方,衣服(同28.1%増),繊維(同16.3%増),精密機器(同
15.0%増),ゴム製品(同12.6%増),金属製品(同10.6%増),出版印刷,パルプ紙などの消費財部門,また製造業以
外では,主として第3次産業で引続き堅調な求人の伸びをみせている (第1-22表) 。

第1-22表 産業別新規求人数の対前年同期増減率

つぎに日雇の労働市場は,前年までの好況過程で漸次改善されてきたが,37年には景気の転換があったにも
かかわらず不就労数が大幅に減少するなど,改善基調が続いた。日雇の新規求人延数は年平均で前年より
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4.4%減少し,就職延数も同じく4.4%減少した。特に民間事業に対する就職延数は13.4%減と,33年と同様
大幅であった。しかし,一方求職出頭延数も,求人延数の減少率を上回って5.2%減少したため,不就労者延
数は前年より12.1%減と,31～32年および34～36年の好況期にもみられなかったほどの大幅な減少をし,ア
ブレ率(求職総延数に対する不就労者延数の比率)も10.9%と,これまでになく低下した (第1-23表) 。

第1-23表 日雇労働市場の需給状況

このように日雇労働市場が引続き改善をみせたことは,前年4月頃から減少傾向にあった求職者数が,37年
にも年間を通じて対前年同期比5～7%の減少を続けたことが大きな原因で,このことは数年来の常用求人
難の一般的傾向によって安定的な雇用機会が増大したことによるものといえよう。しかしその内部には,
なお中高年令層の滞留がみられるので,これが常用化促進対策の進展が期待されている。
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(1)    雇用および失業の推移
2)    離職の増加と堅調な労働市場の基調
(ハ)    新規学卒の需要堅調

37年3月5新規学卒者の就職状況については,景気調整の影響や中学校卒業者が,いわゆる終戦つ子に当って
いて35,36年にくらべいちじるしく増加する点でそのなりゆきが注目されたが,数年来とみに高まってきた
新規学卒者に対する労働需要は,37年にも少しも衰えず,依然大幅な求人超過の状態が続いた。

文部省の「学校基本調査」によると,卒業者数は,中学が前年より55万人(39%)の激増,高校で6万人(6.3%)
の増,あわせて61万人の増加であったため,進学率が高まったものの,なお就職者(自営業従事者および就職
進学者を含む)は中学卒で30.3%,高校卒で6.1%のそれぞれ増加となった (第1-24表) 。

第1-24表 新規学校卒業者の卒業後の状況

公共職業安定所および学校取扱による求職申込件数は,高校卒が64万件で前年より1%の増加,また中学卒
は23.2%と大幅に増加し48万件となった。一方,求人は中学,高校とも求職の増加を上回って激増し,中学卒
は140万人(対前年比32.0%増),高校卒は175万人(同35.3%増)と,いずれも絶対数ではこれまでの最高を示
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し,このため,求職に対する求人比率は中学卒で2.9倍(前年2.7倍),高校卒で2.7倍(同2.0倍)と前年より一層高
まった。殊に高校卒に対する需要が一段と強くなったことが目立った。この結果,就職率は中学卒で
99.9%,高校卒で99.8%とこれまで同様完全就職の状態であった反面,求人充足率は,中学卒で29.6%(前年
31.4%),高校卒で30.1%(同37.2%)と低下し,新規学卒の充足難の度合いを強めている (第1-25表)。

第1-25表 中学および高校卒業者の職業紹介状況

就職先の規模別構成についてみると,景気調整の影響により比較的大企業の多い投資財および生産財産業
において求人数を削減した企業も一部にはあったが,全体としては大企業ないし中企業への就職集中傾向
は変っていない。製造業に対する規模別の就職割合は,中学卒では500人以上規模へ34.6%(前年
33.8%),100～499人規模へ36.1%(同33.6%),また高校卒では前者へ38.8%(同32.4%),後者へ39.9%(同
39.4%)といずれも前年より伸び,両規模で70～80%を占めている (第1-26表) 。

第1-26表 中学および高校卒業就職者の規模別構成
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中学卒の就職先の産業構成では,建設業2.2%(前年1.8%),運輸通信,電気ガス水道業2.7%(同2.3%),サービス
業9.0%(同8.8%)などではその割合がやや増えているが,製造業64.5%(同65.5%),卸売小売業7.9%(同8.2%)
では前年よりやや減少している (第1-27表) 。

第1-27表 中学および高校卒業就職者の産業別構成

このように新規学卒求人が,一般求人が減少した37年においても堅調であったことは,基幹労働力の減耗補
充と,最近の求人難の経験から景気回復後における必要人員の確保のため,さらに主として中小企業などで
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累積されていた未充足労働者の充員のために,新規学卒者に対する求人申込が活発になされた結果による
ものであった。

なお,38年3月卒業者の就職状況は,3月末現在の調査によると,景気調整が浸透したことにより求人が伸び
ず,37年3月末現在の状況と比べると,中学卒の求人数は0.1%の微増,高校卒のそれは10%の減少となってい
る。

しかし,求職申込件数が中学卒では進学率の高まりにより11%増と前年の伸び(23%増)を大幅に下回り,ま
た高校卒では卒業生の減少により9%減(前年1%増)であったため,求人率は中学卒,高校卒とも2.7倍で,前年
のそれ(中学卒2.9倍,高校卒2.8倍)より僅か低下したにすぎなかった。

就職率は中学卒97%,高校卒95%と前年と大差なく,新規学校卒業者の就職は依然好調であるが,景気後退の
影響により最終とりまとめ結果では産業別規模別の就職分野は37年3月卒業者の場合とは多少相違がある
ものと思われる (第1-28表) 。

第1-28表 中学および高校卒業者の職業紹介状況
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(1)    雇用および失業の推移
3)    37年における雇用と労働市場の変化の特徴―過去の景気後退期との

比較―

以上のように,37年には景気調整の影響で,雇用の増勢鈍化,失業保険金受給者の増加,労働市場における需
給関係の変化などがみられ,ことに年後半においてその傾向が顕著であったが,これらを前回の景気後退期,
すなわち32～33年当時と比べるとどのような相違がみられるであろうか。

これまでの景気後退期にくらべとくに目立つ第1の特徴は,まず,37年には景気後退の影響を受けた企業が
雇用調整をおこなう場合にもできる限り常用労働者の整理解雇を避け,もっぱら入職の抑制によってこれ
に対処する傾向がみられたことである (第1-29表) 。「労働異動調査」によって製造業における離職者の
動きをみると,事業経営上の都合による解雇は37年には離職者総数の6.0%となっており,前年のそれ(2,6%)
より高まっているが,33年にはそれが14.4%であったことと比べると,著しく低い (第1-30表) 。

第1-29表 製造業における入職率および離職率

第1-30表 製造業離職者の離職理由別構成比
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経済企画庁の調査結果によると,景気調整の影響を強く受けた鉄鋼,機械,電気機器,輸送用機器の4産業123
企業のうち38年2月現在において過剰人員をかかえているものは,20%にあたる24企業あったが,ほとんど
の企業が配置転換により解消が可能であると答え,積極的に解雇しなければならないと解答したものは僅
か1企業に過ぎなからた。

このように景気後退期にあってもできる限り解雇者を出さず,入職抑制その他の方法で雇用調整がおこな
われたのは,34年来の比較的長期にわたつた好況下において企業の経営内容が改善充実し,多少の過剰人員
ならかかえ過ごすことができ得たことにもよろうが,むしろこの間新規学卒者をはじめ若年労働者,技能労
働者等について深刻な求人難を経験したことにより,各企業が人員縮小について極めて慎重であったこと
によるものといえよう。

第2の特徴は,37年には石炭,金属鉱山をはじめ,いわゆる技術革新にともなう構造変化や貿易の自由化等に
よって一部産業では深刻な失業の発生をみたが,全般的には景気後退期における失業水準としては極めて
低かったことである。先にみたように,企業整備にともなう整理人員は対前年増加率でみると33年当時を
も上回り,また失業保険金受給資格決定件数も33年に近い増加をみているが,整理人員実数では17万人(製
造業7万4千人)で,33年の26万人(同11万5千人)に比べると3分の2に過ぎず,水準としては34～35年のそれ
を若干上回る程度のものであった。しかも失業保険金受給資格の決定を受けても現実に失業者として保
険金の受給者となったものの割合は33年より少く,受給率では33年より1.3ポイントも低い3.0%でほぼ35
年(2.9%)並の水準であった。

これは前述したように企業がとった雇用調整についての態度の変化とともに,32～33年当時と比べると経
済規模が拡大し雇用需要の絶対量が大幅に増大しているのに対し,ここ数年来供給が対応して伸びなかっ
たため,潜在的な需要がもち越されていたこと,さらには不況に対する抵抗力の弱い中小企業が多数を占め
る消費財部門産業が景気調整の影響をあまり受けなかったことなどによるものといいえよう。

第3に,上記の問題とも関連するが,33年と37年との間には,労働力の需給のバランスが大幅に変化し,若干の
失業の増加では市場の基調に影響を与えないような条件ができていた点も無視し得ないだろう。公共職
業安定所における業務取扱状況の推移をみると,,従来新規求人および新規求職は年年増加傾向にあった
が,34年を転機としてこれまでの基調に変化があらわれ,新規求職は34～36年を通じて前年比4ないし7%
減少した。この結果,求職率は35年には1.4倍と初めて1倍台に低下し,さらに36年には1.0倍となり,求人1に
対し求職1という全くの均衡状態を示した。37年には,ふたたび求職が前年より若干増加し,一方求人の増
勢は鈍化したが,年平均では求職率は前年と保合でひきつづき均衡がたもたれた (第1-31表) 。すなわ
ち,37年の需給関係には若干の変化がみられたのであるが,基調としては35～36年とほとんど変らず,この
点からみて,新規求職が年年増加していた上にさらに前年対比でも10%の増加をみせ,これに対し新規求人
の伸びが停滞し,求職率がふたたび高まった33年と比べかなりちがっている。同じ景気後退期であっても
その背景にはかなりのちがいがあったわけで,このようなちがいが,以上みて来たような37年における雇用,
失業の動きの諸特徴をもたらしたものといえよう。

第1-31表 一般労働市場の需給状況
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(2)    雇用構造の近代化と労働市場

ほぼ30年頃からの持続的な高い経済成長の下で,労働市場における需給関係が著しく変化するとともに,雇
用構造にもめざましい変化が生じている。

すなわち,農業をはじめ第1次産業就業者の相対的,絶対的減少は年年顕著となる一方,製造業等を中心に非1
次産業就業者が激増し,また従業上の地位別でも自営業主,家族従業者が減少する一方雇用者が激増し,しか
もこれが大規模な企業や事業所を中心に増加している。これはいわゆる雇用構造の近代化傾向を示すも
のであって,国民経済的には,高生産性分野での雇用比重の増大,低生産性分野でのそれの縮小を通じて雇用
における「二重構造」を漸次緩和するとともに,欧米型雇用構造への移行がおこなわれつつあることを意
味しよう。

しかし雇用構造の近代化にも,いわば日本的ともいえる諸特徴があらわれており,たとえば雇用構造の顕著
な変化もその実態をみると,主として新規学卒者等若年労働力の流動を媒介して実現され,反面,多くの中高
年労働力が生産性の低い分野にひきつづき留まる傾向がみられ,ひいては,産業や地域別等の労働力構成の
アンバランスがもたらされている。これは,「二重構造」がなお残存する過渡的な現段階において近代的
部門での急速な経済成長がおこり,これに加えて,企業の労働力調達方式が,多分に学卒,若年労働力に依存
するような労働市場によって生じたものとも考えられる。もっともごく最近の動きのなかには,労働力不
足などを契機に中高年労働力等の活用が着目され,在来の市場のありかたを修正する要素も育ちはじめて
はいるが,まだ本格的なものとはいいがたい。今後の雇用構造の近代化を円滑におしすすめていくために,
いかに企業の雇用制度や労働市場をあらためていくかは,残された重要な一課題といえよう。 
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(2)    雇用構造の近代化と労働市場
1)    雇用構造変化の実態とその特徴
(イ)    雇用構造の近代化

雇用構造の近代化は,一般に1)産業別就業者構成比における第1次産業比率の低下,2)従業上の地位別構成
比における雇用者比率の上昇,3)企業規模別就業者構成比における小零細企業の比率の低下,4)製造業雇用
における重化学工業の比率の上昇などの諸指標にあらわれる。

第1-32表 産業部門別就業者構成比の推移

まず,産業部門別就業者構成比をみると,農業を中心とする第1次産業比率の低下,製造業を中心とする第2
次,および第3次産業比率の上昇によって,近代化の傾向が明瞭にあらわれている (第1-32表) 。とくに30年
以降,第1次,第2次両産業の隆替が顕著で,後者は30年の24%から35年29%,37年31%と上昇する一方,前者
は41%,33%,30%と急落して,両産業の比重が逆転するにいたつた。他方,第3次産業は増加しているもの
の,30年以前あるいは第2次産業に比べると変化がやや小幅になっている。これらの関係は,絶対数の増減
でみると二層明瞭であり,とくに,第1次産業の比率がここ数年のうちに10ポイントも低下したことは,その
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絶対的減少のテンポが次第にはやまってきていることと関連させて注目されねばならない (第1-33表) 。

第1-33表 産業部門別就業者の年平均増減

戦前,第1次産業就業者数は,農家の「あととり」が残って,二三男等が順次脱農するというかたちで,明治初
頭からずつと1400万台を維持し,たんに相対的比重の低下を示したにすぎなかった。戦後,労働力の農村復
帰により一時は1700万台の高水準にのぼったが,25年前後から次第に減少しはじめ,30年には1600万台,35
年には1400万台となり,さらに37年には1300万台を割り,かつてない低下をしめし農家人口の脱農の活発
化を物語っている (第1-34表) 。

第1-34表 第1次産業就業者の推移

このように,わが国の雇用構造の近代化傾向は最近一段と本格化の様相を呈してきているが,これを欧米諸
国と比べてみると,第1次産業就業者比率30%は,ほぼ現在のイタリア,1910年代のアメリカ,1920年代のド
イツなどに匹敵している (第1-35表) 。その低下のテンポも,アメリカやドイツでは40%台から30%台への
10ポイントの低下に数10年かかつているのと比べると,最近のわが国雇用構造近代化はイタリアと並んで
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急激だといえよう。

第1-35表 主要国の第1次産業就業者比率の推移

産業別の変化を反映して職業構成の変化もめだっている (第1-36表) 。すなわち農業等従事者が相対的,絶
対的に減少する一方,いわゆる職員層(A;管理,専門,事務,販売従事者)ならびに労務者層(B;生産.運輸等従事
者)およびサービス従事者が増大している。

第1-36表 職業別就業者の変動
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第2に従業上の地位別構成の変化もいちじるしく,雇用者比率は30年の46%から35年には54%と自営業主,
家族従業者を凌駕し,さらに37年には56%に及び,イタリア水準に近くなっている (第1-37表, 第1-38表) 。

このように僅か数年の間に雇用者比率が10ポイントも上昇したことは,第1次産業を中心に自営業主家族
従業者の絶対的減少がすすみ,一方,非1次とくに第2次産業の雇用者が急速に増加したことによる。自営業
主は,家族従業者とはちがって34,35年頃までは減少傾向はあまりみられず,むしろ全体としては微増して
いたが,その後最近にかけて明らかに減少傾向に入りそれも第1次産業にとどまらず非1次とくに第3次産
業に及んできている (第1-39表) 。これは,農林業ばかりでなく商業,サービス業などでの零細経営(単独業
主ないし雇用者の無い業主など)の減少がはじまっていることを意味する (第1-40表, 第1-41表) 。

第1-37表 従業上の地位および産業別就業者構成の推移
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第1-38表 主要国の雇用者比率

第1-39表 従業上の地位および産業別就業者の増減
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(注)なお若干あいまいな点を残しているのは,非農林業における家族従業者の動向である。就業構造基本調査で34～37年の状況を
みても,第2次,第3次産業とも,なお家族従業者は増加をつづけている。しかし第1-39表のように増勢は30年以降鈍化していること
はたしかであり,構成比でも第1-37表にみるとおり低下傾向にある。また労働力調査による非農林業家族従業者は33年以降一貫し
て減少傾向を示している(第1-39表参考表)。これらの調査を総合勘案してみると,家族従業者の近況としては,非農林業でも停滞か
ら減少にむかいつつあると判断されるであろう。

第1-40表 非農林業従業員規模別自営業主の推移
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第1-41表 雇用者の無い自営業主の産業別増減

以上のように非1次産業での雇用者の相対的,絶対的増加が顕著にみられたが,第3にこれをさらに企業規模
別にみると,小零細企業では,ほとんど増加がとまり,反面,中,大企業での雇用増加が漸次大きくなってきて
いる (第1-42表) 。

第1-42表 非農林業企業規模別雇用者の変動

昭和37年 労働経済の分析



これは,雇用者がふえたといっても,むしろ小零細企業の増加が大きかった30年以前の状態とは性格を異に
した,本格的な近代化傾向の一つのあらわれといえる。その動因の最も基本的なものは1)新規学卒者が条
件のよくない小零細企業よりも中,大企業へ就職する傾向がますます強まったことであるが,また2)既就業
者についても,より大規模な企業へ向かつての積極的な転職,つまり上向異動が行なわれていること,さら
に,3)中小企業でも雇用拡充によって大企業化する傾向,つまり企業や事業所自体の「規模上昇」が盛んに
なっていること,などがあげられよう。前の2要因については労働市場の節で詳説するが,第3の要因につい
て,ちなみに毎月勤労統計調査関係資料によって規模別の雇用変動をみると,たとえば製造業500人以上
の,34～37年間における常用雇用の増加分のうちの5割近くが,500人未満事業所の「規模上昇」分となっ
ている。30人以上規模全体の雇用増加についても,なお,30人未満規模からの「規模上昇」分が約3割をし
めている。

第4に,製造業の内部をみてもいわゆる設備投資の強成長を背景に近年の金属機械関連産業での雇用増加は
とくにめざましく,この結果製造業雇用における重化学工業化も著しい。事業所統計調査で,重化学工業雇
用構成比をみると,29年の50%から35年には54%に上昇し,アメリカの水準(55%)にかなり近づいている
(第1-43表) 。これをさらに35年以降につき毎月勤労統計調査(30人以上)で傾向をみると,35年の62%から
37年の64%へと一層重化学工業化してきている (第1-44表) 。

第1-43表 主要国の重・化学・軽工業別雇用者構成
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第1-44表 重・化学・軽工業別雇用者構成
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(2)    雇用構造の近代化と労働市場
1)    雇用構造変化の実態とその特徴
(ロ)    構造変化のアンバランス

以上のように基本的な指標でみると,雇用構造はかなり,急速かつ順調に近代化の道をすすんでいるように
みえる。しかし産業,地域別などの経済成長率のちがいを主軸とし,さらに特殊な労働力流動を媒介して構
造変化が行なわれたことなどのため,次のような内部的アンバランスがあらわれている。

第1に,高成長,高生産性産業に学卒等若年労働力がますます集中する傾向がある反面,停滞的,低生産性産業
での中高年層の滞留傾向がつづいた結果,産業間における労働力構成のアンバランスがあらわれている。

まず前記3大産業部門別に年令別就業者の動きをみると,第1次産業就業者の大幅な減少はおもに24才以下
の若年層の減少によるもので,25～59才の減少は僅かであり,60才以上ではむしろ増加している。この反
面,非1次産業での若年層の増加が大きかったため,第1次産業就業者比率を若年層だけについてみると,24
才以下で30年の32%から35年には19%と著しく低下している。25才以上におけるその比率の低下は,若年
層ほど著しくなく水準としても60才以上で61%(35年)と若年層とは大きくちがっている (第1-45表) 。農
林漁家就業者について年令構成をみても,最近ますます老令化傾向をしめし,また性別には男子のはたらき
手の流出がつよまって女子の比重が次第に高まってきている (第1-46表) 。

第1-45表 第1次産業若年令就業者の減少
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第1-46表 農林漁家就業者の年令および性別構成

また全体としては成長率が高く若年労働力がふえている製造業の内部でも傾向は決して一様ではない。
相対的に成長率も高く生産性も高い金属機械関係では29年以来一貫して若年者の比重が増大し,一方,繊維
をはじめ比較的停滞的な軽工業部門ではそれが低下傾向をしめしている (第1-47表) 。このような傾向は
企業規模別の動向にもあらわれており若年者の比重は29人以下では低下,30～99人では保合,100人以上で
は上昇している (第1-48表) 。

このような産業間,企業間の労働力構成の変化のちがいは,一般に急激な構造変化が行なわれる場合にはわ
が国にかぎらずある程度生じうるが労働力流動が若年者に片寄っているわが国ではことさら促進される
可能性がある。
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第2に,同じような労働者構成の変化のちがいが地域間についても生じている。雇用構造は都市と農村では
近代化の程度が異なることはもちろんであるが,長期的には各地域とも一応近代化の方向に進んでいる。
たとえば第1次産業比率は最低地域(東京)の2%から最高地域(鹿児島)の60%までのひびらきがあるが,いず
れもその比率が低下するとともに,30%台以下の都道府県の数においても30年の8から37年には19に増加
している。このような各地域の近代化傾向は雇用者比率でみてもほぼ同様である (第1-49表, 第1-50表) 。

第1-47表 製造業中分類別常用労働者の若年令労働者比率の変化

第1-48表 若年令者比率の企業規模別のちがい
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第1-49表 第1次産業就業者比率階級別都道府県数の推移

第1-50表 雇用者比率階級別都道府県数の推移
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ところでこのような近代化過程における労働者構成の変化のちがいは,各地域の近代化の進行の具体的な
プロセスのちがいから生じる。すなわち総体的な近代化が労働力ないし雇用の既成工業地帯への集中を
通じ,しかもそれが後述のように主に学卒を中心とする若年者の地域間移動を通じて実現していることか
ら,大都市と後進地域との間の労働力構成のアンバランスが形成される。つまり,後進地域では,若年層の流
出によって,労働力人口が絶対的に減少するとともに,労働力構成の老令化がすすむことになる (第1-51表)
。

第1-51表 大都市,後進地域における労働力構成の変化
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このように労働力の絶対的減少のおこった都道府県数は,25～30年では2県,30～35年では5県,34～37年で
は18県とふえ,かくして,雇用者の大都市集中がひきつづき進行している。31～34年間の雇用者総数の増加
にたいする4大鉱工業地帯の寄与率は53%とかなり高かったが,34～37年では男子を中心にさらに64%に
高まり,この結果全国にしめる該地帯雇用者の割合は34年の44%から37年には47%とほぼ半数に近づいて
いる (第1-52表) 。

第1-52表 4大鉱工業地帯での雇用者の増加
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(2)    雇用構造の近代化と労働市場
2)    雇用構造と労働市場
(イ)    学卒就業分野の変化

上述のようにここ数年における雇用構造の変化は著しいが,このような変化は,1)新規学卒を中心とする新
規労働力の就業分野の変化,2)既就業者の転職の二つの要因によってもたらされている。そこでつぎにこ
うした雇用構造の近代化がどのような形で行なわれているかについてみることとし,まず新規学卒の就業
分野の変化を長期的にみてみよう。 

i)    非農林雇用への就職の増大

新規学卒(中高卒)の産業別就業状況をみると,農業への就業者が著しく減少し,反面,金属機械関連産業を中
心とする製造業が大幅に増大している。すなわち農業に就業したものは25～27年にかけて毎年40万人強,
学卒就業者の4～5割を占めていたのが,28年に29万人,全体の3割弱に低下し,以後減少を続け,景気後退下
で製造業の雇用需要が停滞した時でもこの傾向はほとんど変らなかった。35年以降この傾向は一層強ま
り,37年には,8万人と全体の僅か6%に低下した (第1-53表) 。

第1-53表 新規学卒(中高計)の産業別就職者割合

(注)農業以外の家業に従事したものも,労働省の「求人求職動向調査」における非被雇用就業希望者から,農業に就業したものを引
いた数値によって推計すると,31年以前は漸減してきていたがなお10万台を越えていたのに対し,32年以降4～6万台となり,32年頃
より大幅に減少しているようである。
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反面,製造業への就業増加は著しく,37年には製造業は全体の5割以上を吸収し,農業と入れ替っている。な
かでも経済発展の起動力であった金属機械関連産業への就業は急激に増加し,37年には,卸売小売業,サービ
ス業を上回るに至った。卸売小売業およびサービス業も,製造業とならんで学卒を吸収してきたが,34年を
ピークとしてその後減少している。これは小零細企業の多いこの分野で学卒の充足が困難になってきた
ことを反映したものと考えられる。 

ii)    大規模事業所への集中

規模別には,35年以降大企業への著しい集中と小零細企業の比重の低下がみられる。

すなわち,規模別就職者数(中高卒,製造業)の推移をみると,35年以降100人以上規模への就職増加が著しく,
とくに500人以上規模に就職したものは,32手の82千から37年には175千と2倍以上に増加している。これ
に対し100人未満規模に就職するものは34年以降減少を続け,なかでも規模14人以下には,32年の71千から
36年には23千と3分の1に減少した (第1-54表) 。この結果,37年には全体の7割が100人以上規模に集中し,
一方,32～34年にかけて全体の5～6割を吸収していた100人未満規模は3割に低下した。

第1-54表 新規学卒(中高計)の規模別就職の推移

これは,大企業の雇用需要の増大から,学卒が大企業に集中し,中小零細企業でその充足が困難になったため
であり,37年の規模100人以下の充足率(中学卒,製造業)は18%と,35年(34%)あるいは規模500人以上(55%)
に比べ著しく低くなっている。
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以上のように,新規学卒の就業分野は28年以後,農業部門から第2次,第3次産業部門に中心が移るようにな
り,更に,32年頃より農業以外の家業に従事するものが減少を示し始めた。34～35年頃からこの傾^は一層
促進されるとともに,小零細企業部門,商業,サービス部門の割合が低下し,製造業,特に金属機械関連産業,大
企業に集中するようになっている。
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(2)    雇用構造の近代化と労働市場
2)    雇用構造と労働市場
(ロ)    転職の活発化

既就業者の転職は,これまでその数も少なくかつ限定されたものでありその雇用構造の近代化に果す役割
は小さかった。しかし,新規学卒の不足が顕著になった34,35年頃より,農林業就業者から非農林業雇用者
への転職,また企業間の転職は目立って増加してきている。 

i)    農林業就業者の転職の増大

第1次産業就業者の他産業への転職者は,農林漁家就業動向調査によると,33年度の22万人から年年増加
し,36年度には34万人と5割以上の増加を示している (第1-55表) 。また就業構造基本調査によって
も,31,34年では変動のなかった農林業から非農林雇用への転職者は,34年から37年にかけては,5割近い増
加となっており,農林業就業者の転職は34,35年頃より増加したものとみられる〔就業構造基本調査の異動
に関する調査期間は,前年7月よりその年の6月までの1年間,したがってこの調査の34年は,さきの農林漁家
就業動向調査の33年度(33年4月～34年3月)に近い〕。一方,他産業から第1次産業への流入は年年10万程
度でほぼ一定している。したがって上記流出から流入をさしひいた純流出数をみると,33年の12万から36
年には24万と2倍に増加し (第1-55表) ,最近の農業就業者の減少には,学卒の流入減退とならんで既就業者
の流出が大きく影響するようになってきている。

(注)就業構造基本調査により,37年に非労働力化した農業就業者を推計すると,約35万であり,一方37年の新規学卒で農業についた
ものは8万人であるから,学卒による不補充分は約27万人となる。

第1-55表 農林漁業就業者の他産業への転職状況
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このように最近雇用への転職が増大したのは,農業の機械化,省力栽培の普及等により,労働力に余剰が生じ
たこともあるが,在宅転職の大幅増加にみられるように,企業の地方進出により農業就業者の転職機会が増
加したことや (第1-56表) ,学卒の充足が著しく困難になった小零細企業分野で,学卒に代る給源の一つとし
て農業就業者を求めるようになったことがその大きな要因としてあげられよう。

製造業の雇用者に転職した農業就業者を,規模別にみると最近学卒の入職が低下した30～99人規模事業所
では,農業就業者からの入職がかなり増大してきている (第1-60表) 。もっともその入職規模別構成比で
は,37年度を除き500人以上規模に入職するものの方が30～99人規模より多い。

農業からの転職がどのような層で行なわれているかを,まず従業上の地位別にみると,経営主5万人,家族従
業者28万人と,中心は家族従業者である。しかし33年に比べると,家族従業者の40%増に対し,経営主は4倍
近く増加しており,最近の転職者が農家の中心層におよんできていることを示している (第1-55表) 。

第1-56表 農林漁家の在宅,離村別他産業への就職状況

第1-57表 農林漁家から他産業へ就業したものの年令別状況
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年令別には最近中高年令層の増加が大きいとはいえその数は少なく,異動の大部分は若年令層で占められ
ている (第1-57表) 。新規学卒の未補充に加えて,転職の中心が若年層であることが,農業人口の年令構成を
大きく変化させているといえよう。 

ii)    企業間異動の増大

非農林業雇用者の企業間異動も34,35年頃より著しく増加した。就業構造基本調査によると非農林業雇用
者の企業間転職者は37年は90万人で,31年(51万人)34年(50万人)に比べ大幅に増加している。流動指標で
ある労働異動率(年間累計,製造業)も,雇用調整として入職の抑制が行なわれた37年を除くと,34年以降年年
高まっている (第1-58表) 。

第1-58表 労働異動率の推移

第1-59表 既就業者異動率
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雇用者の異動のうち,より積極的なものを反映するものとして,常用労働者(製造業)について既就業者(前歴
が第2次および第3次産業)の入職率と,任意退職率の和をとったものをみると,34年以降各規模にわたって
これが急激に増加し,とくに500人以上規模および100～499人規模では31年に比べ36年には2倍近くに高
まっている (第1-59表) 。

このため,新規入職者を前歴別にみると,500人以上規模でも,最近は第2次産業からの転職者が新規学卒を
上回って盛り,30～99人規模になると,第3次産業からの転職者も学卒を上回っている。小企業におけるこ
の傾向は入職抑制の行なわれた37年においても変りなく,既就業者にその給源を強く求めるようになって
きていることを示している (第1-60表) 。

第1-60表 入職者の前歴別にみた入職率の動き
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企業間異動の増大は,新規学卒の不足を契機として生じてきているのであるが,単に充足困難な学卒に代替
する労働力を求めるものとしてでなく,もつと積極的な意味も持つてぎているようである。すなわち,設備
投資を中心とした34年以降の経済の高度成長過程で,設備投資関連産業あるいはその他の発展産業分野で
は,数多くの中小企業が中堅的企秦に急速に成長した。そのような企業を中心として技能労働力あるいは
企業の中枢的労働力の不足が著しく,これ等の労働力に対して広く新聞広告等による募集が行なわれるよ
うになってきた。就業構造基本調査によって,職種別に転職者の増加率をみると,最近,技能的,労務的職種
および専門的,技術的,管理的,事務的職種の増加が目立っている (第1-61表) 。

第1-61表 前職の職業別異動者
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企業間異動は量的に増大したばかりでなく内容的にも変化している。その第1は上向的異動の増大であ
る。既に規模500以人上企業において中途採用者が増加する一方,中小零細企業において離職率が高まっ
ていることから,その傾向が推察できるが,就業構造基本調査によって,規模間異動の状況をみても37年には
大規模事業所への異動が大幅に増加している (第1-62表) 。

その第2は転職者の身分が安定してきていることである。企業間転職者を常用,臨時別に分けてみると,本
用労働者として採用される傾向が年年高まり,その割合は32年の59%から37年には72%に達している (第
1-63表) 。

さらに前述したように最近,本工登用制度が広汎に普及し,一旦臨時工として採用されても本工への途が以
前に比べかなりひらけている (第1-11表) 。

第1-62表 雇用者の規模間移動

以上のように雇用構造は新規学卒の高成長,高生産性産業への著しい集中という形でまず学卒労働力の就
業分野の変化を通じて変化してきたが,34,35年頃からは学卒不足を契機として,既就業者の高成長,高生産
性産業への流動も増加し,新規学卒に加えて,その雇用構造変化に果す役割も見逃がせないものとなってき
ている。

しかし,このような新しい動きも,次のような点でなお問題を残している。第1に,企業間転職者について上
向異動が増加してきており,そのうち常用工として採用されるものの割合は高まってきているが,500人以
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上規模になるとその割合が4割程度の水準でまだ臨時工として採用される方が多いことである (第1-63表)
。

第1-63表 企業間転職者の常用,臨時別構成比

第2に,本工登用率が高まったとはいえ年令制限を設ける事業所が多く,中高年層が本工への登用を排除さ
れる傾向がなおみられることである。東京都で実施した「臨時雇用労働者の実態調査」(製造業規模100
人以上,37年10,11月)によると,本工登用制度を有する事業所のうち3割が25才以下に,また6割が35才以下
に限定している (第1-64表) 。第3に農業就業者から非農林業雇用者への転職者あるいは後にみる地域間移
動労働力についても,中高年層の増加が目立っているが,量的には依然若年層中心であることである。また
中高年層の流動は依然中小企業を中心としたもので大企業にはあまり及んでいない。規模別に入職者の
年令構成をみると,30～99人規模では30才以上の比率が高まってきているのに対し,500人以上規模では依
然若年層中心となっている (第1-65表) 。

第1-64表 事業所規模別本工登用の年令制限

第1-65表 新規入職者の年令別構成比
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このように最近高まってきた既就業者の流動も,若年層を中心としたもので,中高年層についてはまだ端緒
的なものにとどまっている。このため,発展部門と停滞部門との間では,新規学卒ないし若年労働力の前者
への流入増加と,後者の不補充ないし流出増大とにより,年令別の労働力構成の変化に著しいちがいがもた
らされ,前節で述べたような産業別,規模別等の雇用構成のちがいが起つている。
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(2)    雇用構造の近代化と労働市場
2)    雇用構造と労働市場
(ハ)    労働市場の地域的拡大

i)    地域間労働移動の増加

最近における労働市場の変化に関連して重要な問題として,その地域的拡大があげられる。

労働力は,農村から工業都市へ従来から移動していたが,ここ数年の移動量は著しく,職業安定所を経由して県外に就職
したものは,32年の22万から37年には34万と5割の増加を示している (第1-66表) 。

第1-66表 県外就職状況

これは経済の成長が一般に京浜,京阪神,中京等既成工業都市を中心としたものであることから,それらの地域では雇用
需要が急増する一方,雇用労働力の給源も次第に枯渇し,労働力を地域外に依存する必要性が一層高まつたためである
(第1-67表) 。求人を自県内求人と県外に連絡した求人に別けてみると,県外に連絡した求人が最近著しく増加してお
り,36年には全求人の4分の1に達している (第1-68表) 。特に,京浜,東海,京阪神では,求人の3割強～4割強を県外に連
絡している。

第1-67表 地域別新規求人,求職増減率
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第1-68表 求人の県内,県外構成比
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37年の県外就職者を新規学卒と一般労働力に別けると,前者の26万,県外流出率35%に対し,後者は8万,4%とかなり少
なく,その中心は新規学卒である。これは,年令の高いものは雇用慣行からくる制約に加え,住宅事情,移転費,子弟の教
育,住み慣れた土地への愛着等がからんで,移動が学卒に比べ困難なことに基づいている。

もっとも,新規学卒は,就職にさいし大部分が職業安定所を利用するのに対し,一般労働力は職安利用度が低く,やや少
がめに表われていることを考慮せねばならないであろう。

(注)就業構造基本調査によると,37年6月以前1年間に就職または転職のため県外に移動したものは家族の就職,転職,転勤等にともなうものも含
むため正確ではないが,15～19才層27万,20～39才層24万,40才以上2万となっている (第1-69表) 。

つぎに,労働力がどの地域から流出し,どの地域に流入するかを,移動の中心である中学卒についてみてみよう。

第1-69表 年令階級別就職および転職による常住地移動者

第1-70表 他府県より連絡された求人
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第1-2図 中学卒県外移動者の流入,流出構成
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まず需要地についてみると,県外就職者の9割近くが京浜,東海,京阪神の3地域に集中しており,その他では関東および
近畿への流入が若干みられる程度で,地域的に集中している。一方供給地域は,全国的に拡がっているが,最近,関東,北
陸,東山,近畿など既成工業都市周辺地域の比重が低下し,代って東北,四国,九州など遠隔地域の比重が大幅に高まって
きている (第1-2図) 。求人面よりみても(36一34年),北海道の10倍を筆頭に,東北,九州など遠隔地に向けられた求人は
著しい増加を示している(第1-70表)。 このように労働力を周辺地域より遠隔地に求めるようになったのは,一つには
雇用需要量が絶対的に増大したためであり,一つには周辺地域で地域内の雇用需要が増加し,他地域への供給力が低下
したことによる (第1-71表) 。

つぎに県外流出の増加がどのような形でなされたかを,中学卒就職者を県内非農業,農業,県外流出の三つに分け,その
推移(29,37年)よりみると,県外就職の大幅に増加した東北,四国,九州地域でも県内の非農業部門に就職するものは若
干の減少にとどまっている。一方,農業に就業するものは大幅に減少しており,県外流出の増加が主として農業に就業
するものの減少によってもたらされていることがみられる (第1-72表) 。

この結果,工業都市周辺地域に比べ高かった遠隔地域の農業人口補充率も,最近は四国,九州が周辺地域とほぼ同程度
に,また東北もそれを若干上回る程度の水準にまで低下している (第1-3図) 。

第1-71表 中学卒の県外流出率の推移

第1-72表 県は就職者,県外就職者等の推移
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第1-3図 地域別農業人口補充率(男子)の推移
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ii)    地方労働市場の新しい動き

経済発展が既成工業都市を中心としたものであるとはいえ,最近のコンビナートの形成,企業の地方進出等地域開発の
進展によって,新興工業地帯形成の動きがみられる。30年対比で36年の鉱工業生産の伸びをみると,埼玉および千葉県
が3倍強と既成工業都市を上回る増加を示し,また茨城,群馬,滋賀,徳島の各県もそれに近い増加を示している。上記地
域は既成工業都市の周辺地域であるが,遠隔地においても,東北の宮城,山形,福島,九州の長崎,大分の各県では鉱工業生
産は2倍以上に増加している (第1-73表) 。

第1-73表 鉱工業生産増加率の高い県

このような地域では雇用需要の増大にともなう労働市場の新しい動きがみられる。新規学卒就業者(中卒)の地域間流
入出状況をみると,37年に埼玉,三重が供給地から需要地に転じたのを始め,供給地的性格の弱まった県がかなり生じ
ている (第1-74表) 。この動きは学卒を除いた一般労働力については,もつと明瞭にあらわれており,東北,四国,九州な
どでは流出超過の傾向が強まっているが周辺地域の近畿および関東は供給地から需要地に転じ,また東山は供給地的
性格を失なつてきている (第1-75表) 。

第1-74表 中学卒就職者の県外流人出状況

第1-75表 流入(出)超過労働力の移動労働力に占める割合
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地域内における雇用需要の増大にともなうこのような地方労働市場の発展は地域的に偏在している未利用労働力の
利用を可能にし,また農業就業者の転職を容易にしている。たとえば農林漁家から他産業に就職したものをみると,関
東,北陸・東山,東海,近畿等経済成長の高い地域ほど転職者の増加が大きく,しかも在宅就職の増加が著しい (第1-76
表) 。また「世帯主兼業農家」の30年から35年にかけての変動をみると,関東,東山・東海,近畿などの地域において兼
業化が進行し,とくに兼業種類別には恒常的賃労働者となったものが関東の5割増をはじめ上記地域で大幅に増加し
ており,雇用機会の増大にともなう転職の活発化がみられる (第1-77表) 。

第1-76表 地域別にみた農林漁家より他産業への就職者

東北,九州等の地域では,全体としてみると農業就業者の転職があまり増加していないが,宮城県の仙台,塩釜地区ある
いは大分県の大分,鶴崎地区などの開発地域では,専業および第1種兼業農家が減少した反面,第2種兼業農家が増加し
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ており(30～35年),雇用需要の高まりによる地方労働市場の発展がうかがえる。

以上のように,地域的にみた最近の労働市場は,地域間の労働力移動が量的に増大したばかりでなく,その範囲も拡大し
ている。労働市場は依然京浜東海,京阪神など既成工業都市を中心としたものであるが,他方,北関東,南関東,東山,近畿,
その他の地域においても新しい労働市場の発展がみられ,労働市場が地域的に拡大したといえよう。

このような労働市場の地域的拡大は開発の遅れた雇用機会の少ない地域に雇用の場を,また在宅でなければ転職の困
難な層に転職の機会を与えることにより,雇用構造の近代化を推進する大きな要因となっている。しかし就業構造基
本調査によると,就職または転職のため県外に移動したものは,19才以下が51%を占めており,40才以上は4%にすぎな
い (第1-69表) 。このように移動労働力が若年層に限定される傾向が強いため前述したように地域別にみた労働力構
成の相違がもたらされている。また地方市場の発展による地方労働の活用といっても農業からの転職者など兼業的
色彩を残していて近代的な雇用労働力に転換していない面もあり,なお,今後に多くの問題を残しているといえよう。

第1-77表 兼業世帯主の兼業種類別増加率
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第2部    各 論
1    雇用および失業
(2)    雇用構造の近代化と労働市場
3)    展望と問題点

以上最近における雇用構造の近代化の実態とこのような変化の背景になっている労働市場の変化につい
て分析したが,最後にそれから帰結される今後の問題点をあげるとほぼ次のとおりである。

第1は労働力需給の今後の展望からして,企業の雇用制度の改善がますます必要になるということである。

上述のように最近労働力不足を契機に,新規学卒だけでなく既就業労働力の流動性が漸次高まる傾向を示
し,なお端緒的とはいえ雇用構造の近代化に寄与するようになってきた。産業の地方進出も,地方労働力の
活用を通じて市場の地域的拡大を促しはじめている。このような労働市場の新たな傾向は,企業側の雇用
制度自体の変革を要請しはじめている。これまでのようないわゆる封鎖的雇用慣行などとむすびついた
学卒に片寄つた労働力調達方式を脱却しなければ,新しい労働力需給の事態に合理的に対応することが困
難となってきている。

産業関連分析によって,31-34年における限界雇用係数(生産増加分にたいする雇用増加分の比率),通産省試
算35年産業連関表,および今後の経済成長率を所得倍増計画が想定した7.2%程度の場合の最終需要の増
加,などをあてはめて将来の労働需要を推計してみると,38～40年の3カ年の雇用需要の純増加分(つまり死
亡,リタイヤによる交替補充分を含まない)は年平均130万,30人以上の比較的近代的部門では80万程度にの
ぼると推定される (第1-78表) 。これは36～37年よりは需要の伸びが鈍ることを意味するが,31～35年と
くらべるとなおかなり高水準であり,かりに技術変化にともなう原材料使用量の節約などを考慮して低め
に見積つても,115万程度の1需要増加は維持されると考えられる。

第1-78表 雇用需要増加(年平均)の推計
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一方,雇用労働力の供給面をみると,その大宗である被雇用希望の新規学卒者は年平均150万程度と戦後最
高に近い大量に達すると予想されている。

しかしこの新規労働力からの供給のうち,約70万前後は前述の交替補充分として吸収されねばならないか
ら,これをさしひいた純粋に雇用拡大に寄与しうる純供給増加は精精80万前後にすぎない勘定になる。し
たがって雇用需要の拡大が新規労働力のみによってはとうてい充足されず,業主や家族従業者などの雇用
者への転用,あるいはより一層の生産性向上に依存しなければならないという事態は依然続いていくとみ
なければならない。まして,新規労働力供給が絶対的に減少に向かう40年代の後半以降においては,この傾
向は一層激しいかたちであらわれる可能性があり,一方労働力の構成も全体として中高年令者の比重がし
だいに高まっていくことが見込まれる。

以上のように展望してみると,今後,企業は学卒採用にあまりに重点をおきすぎた従来の雇用方式から,中高
年層をより重要視するような雇用制度にあらためることが必要になるとおもわれる。封鎖的雇用慣行を
あらため雇用制度をより近代化することは,将来の企業の発展のためのみでなくひろく雇用構造の近代化
を円滑におしすすめ,国民経済の成長を促がすためにも必要であるといえよう。

第2は農業や中小企業にたいする産業政策の重要性である。

雇用構造は急速に近代化へ進んでいるが,主として学卒等若年労働力中心の流動を介して実現しているた
め,産業間地域間等における労働力構成のアンバランスをもたらしている。この傾向,とくに中高年層が雇
用構造の近代化からとりのこされひきつづき農業や中小企業等の低生産性分野に滞留する傾向は,いまの
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ような学卒者中心の流動の下で経済成長がつづくかぎり当分存続する可能性がつよい。このような構造
変化のアンバラ・ンスは,中高年層等にとっては労働条件改善のたちおくれを示すばかりでなく,農業,中小
企業の生産性向上や体質改善の阻害要因ひいては消費者物価上昇の一因となるなど,経済成長にとって好
ましくない要素をはらんでいる。

したがって,低生産性の産業や低開発地域にあって改善がおくれがちな中高年労働力等に良好な雇用機会
を確保しかつ経済発展の阻害要因を除去するために,農業や中小企業,低開発地域等にたいする積極的な各
種産業政策,地域開発政策,生産性向上対策がこれまで以上に推進される必要がある。

第3は構造変化によって生じる離職者対策の重要性である。雇用構造近代化の背後には,つねに産業におけ
る生産技術の変化や生活様式の変化による消費の変化あるいは国際競争や諸種の制度上の変化があり,こ
れらが近代化過程での離職発生の1原因ともなる可能がある。このような原因で石炭鉱業の実働労務者数
は過去10年間に半減し,金属鉱山の雇用減少もいちじるしい (第1-79表, 第1-80表) 。これら離職者の多く
は中高年令者であることもあってその再就職は容易ではない。

第1-79表 稼働炭鉱および実働労務者の推移

石炭鉱業や非鉄金属鉱業などの離職について当面経験しているような問題は,今後の近代化過程でもたえ
ず台頭してくることが考えられる。これらの離職問題に円滑に対処し,同時に労働力需給の年令別,地域別
等のアンバランスを改善するためには需要確保などの産業政策が必要であり,また排出される離職者に対
しては,現在すでにある程度の成果を収めている再就職のための職業訓練,広域職業紹介,住宅確保,移動手
当等各種の措置がさらに推進される必要がある。
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第1-80表 金属鉱山従業者の推移
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